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第７節 四国経済産業局 

１．主な動き（総論） 

（1）管内の経済状況 

2012 年度の四国経済は、円高の長期化のほか欧州財政

危機やアジア市況の一服感などによる海外需要の低下か

ら後退の動きとなったが、後半には円高是正により収益や

輸出環境に改善がみられるようになった。全体としては、

「緩やかな持ち直しの動きに減速感」から「一部に持ち直

しの動き」へと推移した。 

生産は、欧州債務問題の影響やアジア市況の減速感など

により年央では弱含みとなったものの、終盤では円高修正

による輸出環境の改善や国内需要の増加から緩やかなが

ら持ち直しの動きとなった。鉱工業指数は 98.8（年度平

均）となり、前年度比 1.2％の低下となった。個人消費は、

家電販売は年間を通して低調に推移し、自動車販売では前

半にエコカー補助金の政策効果がみられた。また、百貨

店・スーパー販売は前年度比 0.4％の低下、コンビニエン

スストア販売は同 1.6％の増加となるなど、全体ではおお

むね底堅い動きとなった。雇用は、緩やかながら持ち直し

の動きがみられ、有効求人倍率は 0.86（前年度は 0.82）

となり、全国平均の 0.82 を上回った。 

 

（2）主な取組 

四国経済産業局としては、地域経済の持続的発展と四国

地域が直面する社会的課題解決への挑戦の観点から、次の

４つの施策分野を戦略分野と位置づけ、総力を挙げて取り

組むとともに、足腰の強い四国地域の成長の基盤づくりを

推進した。 

（ア）成長産業の育成 

四国地域が有する優れた技術等を独立行政法人産業技

術総合研究所や四国地域イノベーション創出協議会など

の関係支援機関との連携の下に活用し、新たな内需型産業、

移出・輸出産業として、様々な健幸支援産業や四国の特徴

的な産業となりうる機能性素材（高機能紙や炭素繊維複合

材料等）関連産業を創出するための補助事業等様々な支援

を行った。 

（イ）産業間連携の促進 

企業・行政・経済団体等と連携し、ビジネスに繋がる地

域の強みを再発掘・再発見しつつ、四国地域で重要な地位

を占める農業と商工業、流通業などの産業間連携を進めた。 

具体的には、ものづくりやＩＴの技術を利活用した農業

の産業化、中心市街地を舞台にした農商工連携等について

支援を行った。 

（ウ）産業人材育成・人づくり 

企業や地域社会で活躍できる人材を育成するための環

境整備を進めるとともに、人を大切にするという普遍的な

経営理念を組織として体現できる経営者や、専門的な知識

や技能により企業の強みをより発揮できる人材育成が図

られるよう、企業や地域を担う人の生産性をあげていくた

めの仕組みづくりとネットワークづくりを推進した。 

（エ）電力需給対策と資源エネルギーの有効活用の推進 

東日本大震災後の大きな環境変化を踏まえ、四国地域の

エネルギー需給の安定を目的として、機動的かつ的確な対

応に努めるとともに、地域内の様々な主体が実施するエネ

ルギーの有効活用への取組を推進した。 

（オ）成長の基盤づくり 

４つの戦略分野の取組に加え、研究開発の事業化推進や

知的財産戦略の推進など「イノベーションの推進」、企業

立地・産業集積の形成のための環境整備や地域商業を始め

とした中小企業・小規模事業者の活性化支援など「魅力あ

る地域づくり」、四国の“観光サービス・産品の地産地消”

事業やデザイン活用による売れるものづくり推進事業な

ど「潜在需要の掘り起こし」、関係機関と連携した消費者

行政の推進や環境配慮製品の普及促進など「安心・安全・

安定の確保」に係る施策を実施した。 

 

２．総務企画部 

（1）一般管理・企画調整 

（ア）企画・総合調整等 

所管行政に関する企画の立案、施策の総合調整、各種規

程等の整備、行政サービスの改善等を行った。 

 

（イ）広報・情報公開 

四国地域における経済産業行政の推進に資するため、毎

月の「四国経済産業局長定例プレス懇談会」を始めとした

報道機関への資料提供のほか、ウェブサイト、メールマガ

ジンを活用した施策情報の提供等の広報活動を展開する

とともに、「製品、技術、サービス、経営の在り方、風土、

文化」といった有形・無形のことについて、四国の人・四

国にかかわる人を訪ね歩いて紹介するＷＥＢマガジン「四
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国びと」の制作を行った。 

また、合同庁舎広報設備の利用に当たっての局内外の調

整を実施している。 

このほか、情報公開や行政機関の個人情報保護に関する

業務を行っており、2012 年度は情報公開法に基づく行政

文書の開示請求を 17 件受け付けた。 

 

（ウ）地域活性化推進に関する業務 

（A）魅力ある企業等の創出 

構造変化にもたじろがない地域経済を担う魅力ある企

業等を創出するため、地域から大切にされる企業づくりに

取り組んでいるベストプラクティス等の横展開に取り組

んだ。 

具体的には、2011 年度に四国地域イノベーション創出

協議会と連携して創設した「四国でいちばん大切にしたい

会社大賞」を核とし、四国内外の指南役等と連携した勉強

会やセミナーの開催等を通じ、気概ある経営者の発掘と仲

間づくりの推進、推進体制の構築等を行った。 

また、四国内外の企業で高い従業員満足度など会社組織

の成熟と安定した経営を両立させている企業の先進事例

調査を行うため、2012 年度「人や地域を大切にした経営

等を行う企業の事例調査事業」を実施するとともに、景気

に左右されない企業づくり指南書の取りまとめを行うた

め、2012 年度「構造変化にもたじろがない中小企業経営

者の創出に係る調査事業」を実施した。 

（B）次代の四国を担う人づくり 

四国に所在する地域プロデューサーと各地で実践型イ

ンターンシップを展開する支援機関等が連携し、実践型イ

ンターンシップを活用するなど、四国地域全体が一体とな

って地域プロデューサー育成・創出のための戦略的な仕組

み創出を通じ、社会的課題に挑戦する地域ビジネス・地域

雇用の創出に資する環境整備に取り組んだ。 

具体的には、地域資源を活用した外貨を稼ぐ地域ビジネ

スの創出とそれを担う人材育成のための仕組みづくりに

ついての検討を進めるとともに、魅力ある地域の発掘・ブ

ラッシュアップを行うため、四国の中山間地域における知

財活用等調査事業において、先進事例調査や魅力ある地域

づくりの実現に向けたブラッシュアップを行った。 

また、四国各地の若手キーパーソンが中心となり、全国

から意欲ある若者等を呼び寄せるとともに、地域ビジネス

など新たな価値軸を創出・実現できる人材育成の仕組みづ

くりを進めるための人材プラットフォームとして、「かえ

とこ四国プラットフォーム」を構築するとともに、首都圏

の四国関係団体との連携による全国的な情報の発信や、四

国内外の気概ある若者たちとの交流・情報発信の場づくり

として、かえとこ四国プラットフォーム実行委員会が主体

となって企画したフォーラム（新春シコクゾメ（四国のみ

んなの新年会）） の開催に協力した。 

 

（2）統計調査 

（ア）統計調査の実施 

（A）生産動態統計調査 

鉱工業の生産の動態を明らかにするために、生産動態統

計調査を毎月実施した。（調査対象事業所 286 事業所） 

（B）特定業種石油等消費統計調査 

工業におけるエネルギー消費の動向を明らかにするた

め特定業種石油等消費統計調査を毎月実施した。（調査対

象事業所 49 事業所） 

 

（イ）経済動向等の作成・公表 

（A）鉱工業生産・出荷・在庫指数 

四国地域における鉱工業生産等の動向を明らかにする

ため、生産動態統計調査等の調査結果を基に、毎月、管内

の生産・出荷・在庫・在庫率指数を作成し、公表した。 

（B）大型小売店・コンビニエンスストア販売状況 

商業動態統計調査を基に管内の大型小売店（百貨店及び

スーパー）及びコンビニエンスストアの販売状況を毎月取

りまとめ、公表した。 

（C）四国地域の経済動向 

管内の経済活動を、鉱工業や消費の動向に、雇用、住宅

着工、企業倒産、公共工事等の動向を加え、毎月総合的に

分析・取りまとめを行い、公表した。 

（D）地域経済産業調査 

地域の景況や産業実態を迅速かつ的確に把握し、経済施

策の企画・立案に資するために四半期毎に管内の主要企業

へのヒアリングを行い、その調査結果を取りまとめ、公表

した。 

 

（ウ）地域産業連関表の作成 

 平成 23 年(2011 年）地域産業連関表作成に当たり、地

590 591

第2部-第3章.indd   590 2014/05/27   16:20:08



 

 590

第７節 四国経済産業局 

１．主な動き（総論） 

（1）管内の経済状況 

2012 年度の四国経済は、円高の長期化のほか欧州財政

危機やアジア市況の一服感などによる海外需要の低下か

ら後退の動きとなったが、後半には円高是正により収益や

輸出環境に改善がみられるようになった。全体としては、

「緩やかな持ち直しの動きに減速感」から「一部に持ち直

しの動き」へと推移した。 

生産は、欧州債務問題の影響やアジア市況の減速感など

により年央では弱含みとなったものの、終盤では円高修正

による輸出環境の改善や国内需要の増加から緩やかなが

ら持ち直しの動きとなった。鉱工業指数は 98.8（年度平

均）となり、前年度比 1.2％の低下となった。個人消費は、

家電販売は年間を通して低調に推移し、自動車販売では前

半にエコカー補助金の政策効果がみられた。また、百貨

店・スーパー販売は前年度比 0.4％の低下、コンビニエン

スストア販売は同 1.6％の増加となるなど、全体ではおお

むね底堅い動きとなった。雇用は、緩やかながら持ち直し

の動きがみられ、有効求人倍率は 0.86（前年度は 0.82）

となり、全国平均の 0.82 を上回った。 

 

（2）主な取組 

四国経済産業局としては、地域経済の持続的発展と四国

地域が直面する社会的課題解決への挑戦の観点から、次の

４つの施策分野を戦略分野と位置づけ、総力を挙げて取り

組むとともに、足腰の強い四国地域の成長の基盤づくりを

推進した。 

（ア）成長産業の育成 

四国地域が有する優れた技術等を独立行政法人産業技

術総合研究所や四国地域イノベーション創出協議会など

の関係支援機関との連携の下に活用し、新たな内需型産業、

移出・輸出産業として、様々な健幸支援産業や四国の特徴

的な産業となりうる機能性素材（高機能紙や炭素繊維複合

材料等）関連産業を創出するための補助事業等様々な支援

を行った。 

（イ）産業間連携の促進 

企業・行政・経済団体等と連携し、ビジネスに繋がる地

域の強みを再発掘・再発見しつつ、四国地域で重要な地位

を占める農業と商工業、流通業などの産業間連携を進めた。 

具体的には、ものづくりやＩＴの技術を利活用した農業

の産業化、中心市街地を舞台にした農商工連携等について

支援を行った。 

（ウ）産業人材育成・人づくり 

企業や地域社会で活躍できる人材を育成するための環

境整備を進めるとともに、人を大切にするという普遍的な

経営理念を組織として体現できる経営者や、専門的な知識

や技能により企業の強みをより発揮できる人材育成が図

られるよう、企業や地域を担う人の生産性をあげていくた

めの仕組みづくりとネットワークづくりを推進した。 

（エ）電力需給対策と資源エネルギーの有効活用の推進 

東日本大震災後の大きな環境変化を踏まえ、四国地域の

エネルギー需給の安定を目的として、機動的かつ的確な対

応に努めるとともに、地域内の様々な主体が実施するエネ

ルギーの有効活用への取組を推進した。 

（オ）成長の基盤づくり 

４つの戦略分野の取組に加え、研究開発の事業化推進や

知的財産戦略の推進など「イノベーションの推進」、企業

立地・産業集積の形成のための環境整備や地域商業を始め

とした中小企業・小規模事業者の活性化支援など「魅力あ

る地域づくり」、四国の“観光サービス・産品の地産地消”

事業やデザイン活用による売れるものづくり推進事業な

ど「潜在需要の掘り起こし」、関係機関と連携した消費者

行政の推進や環境配慮製品の普及促進など「安心・安全・

安定の確保」に係る施策を実施した。 

 

２．総務企画部 

（1）一般管理・企画調整 

（ア）企画・総合調整等 

所管行政に関する企画の立案、施策の総合調整、各種規

程等の整備、行政サービスの改善等を行った。 

 

（イ）広報・情報公開 

四国地域における経済産業行政の推進に資するため、毎

月の「四国経済産業局長定例プレス懇談会」を始めとした

報道機関への資料提供のほか、ウェブサイト、メールマガ

ジンを活用した施策情報の提供等の広報活動を展開する

とともに、「製品、技術、サービス、経営の在り方、風土、

文化」といった有形・無形のことについて、四国の人・四

国にかかわる人を訪ね歩いて紹介するＷＥＢマガジン「四

 

 591

国びと」の制作を行った。 

また、合同庁舎広報設備の利用に当たっての局内外の調

整を実施している。 

このほか、情報公開や行政機関の個人情報保護に関する

業務を行っており、2012 年度は情報公開法に基づく行政

文書の開示請求を 17 件受け付けた。 

 

（ウ）地域活性化推進に関する業務 

（A）魅力ある企業等の創出 

構造変化にもたじろがない地域経済を担う魅力ある企

業等を創出するため、地域から大切にされる企業づくりに

取り組んでいるベストプラクティス等の横展開に取り組

んだ。 

具体的には、2011 年度に四国地域イノベーション創出

協議会と連携して創設した「四国でいちばん大切にしたい

会社大賞」を核とし、四国内外の指南役等と連携した勉強

会やセミナーの開催等を通じ、気概ある経営者の発掘と仲

間づくりの推進、推進体制の構築等を行った。 

また、四国内外の企業で高い従業員満足度など会社組織

の成熟と安定した経営を両立させている企業の先進事例

調査を行うため、2012 年度「人や地域を大切にした経営

等を行う企業の事例調査事業」を実施するとともに、景気

に左右されない企業づくり指南書の取りまとめを行うた

め、2012 年度「構造変化にもたじろがない中小企業経営

者の創出に係る調査事業」を実施した。 

（B）次代の四国を担う人づくり 

四国に所在する地域プロデューサーと各地で実践型イ

ンターンシップを展開する支援機関等が連携し、実践型イ

ンターンシップを活用するなど、四国地域全体が一体とな

って地域プロデューサー育成・創出のための戦略的な仕組

み創出を通じ、社会的課題に挑戦する地域ビジネス・地域

雇用の創出に資する環境整備に取り組んだ。 

具体的には、地域資源を活用した外貨を稼ぐ地域ビジネ

スの創出とそれを担う人材育成のための仕組みづくりに

ついての検討を進めるとともに、魅力ある地域の発掘・ブ

ラッシュアップを行うため、四国の中山間地域における知

財活用等調査事業において、先進事例調査や魅力ある地域

づくりの実現に向けたブラッシュアップを行った。 

また、四国各地の若手キーパーソンが中心となり、全国

から意欲ある若者等を呼び寄せるとともに、地域ビジネス

など新たな価値軸を創出・実現できる人材育成の仕組みづ

くりを進めるための人材プラットフォームとして、「かえ

とこ四国プラットフォーム」を構築するとともに、首都圏

の四国関係団体との連携による全国的な情報の発信や、四

国内外の気概ある若者たちとの交流・情報発信の場づくり

として、かえとこ四国プラットフォーム実行委員会が主体

となって企画したフォーラム（新春シコクゾメ（四国のみ

んなの新年会）） の開催に協力した。 

 

（2）統計調査 

（ア）統計調査の実施 

（A）生産動態統計調査 

鉱工業の生産の動態を明らかにするために、生産動態統

計調査を毎月実施した。（調査対象事業所 286 事業所） 

（B）特定業種石油等消費統計調査 

工業におけるエネルギー消費の動向を明らかにするた

め特定業種石油等消費統計調査を毎月実施した。（調査対

象事業所 49 事業所） 

 

（イ）経済動向等の作成・公表 

（A）鉱工業生産・出荷・在庫指数 

四国地域における鉱工業生産等の動向を明らかにする

ため、生産動態統計調査等の調査結果を基に、毎月、管内

の生産・出荷・在庫・在庫率指数を作成し、公表した。 

（B）大型小売店・コンビニエンスストア販売状況 

商業動態統計調査を基に管内の大型小売店（百貨店及び

スーパー）及びコンビニエンスストアの販売状況を毎月取

りまとめ、公表した。 

（C）四国地域の経済動向 

管内の経済活動を、鉱工業や消費の動向に、雇用、住宅

着工、企業倒産、公共工事等の動向を加え、毎月総合的に

分析・取りまとめを行い、公表した。 

（D）地域経済産業調査 

地域の景況や産業実態を迅速かつ的確に把握し、経済施

策の企画・立案に資するために四半期毎に管内の主要企業

へのヒアリングを行い、その調査結果を取りまとめ、公表

した。 

 

（ウ）地域産業連関表の作成 

 平成 23 年(2011 年）地域産業連関表作成に当たり、地
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域相互における商品流通状況の把握を目的に、「商品流通

調査」を実施した。 

 

３．地域経済部 

（1）地域経済活性化 

（ア） 地域の競争力強化に関する業務 

(A)健幸支援産業創出事業 

健康関連産業の創出や健康で豊かな地域社会の実現に

貢献するため医療介護周辺サービス市場動向調査を行う

とともにセミナー等を開催し、医療介護周辺産業創出プラ

ットフォーム形成に向けた基盤整備支援を行った。１件 

（5,879千円） 

(B) 高機能紙関連産業創出事業 

紙の持つ様々な機能を活用したアプローチを積極的に

展開することで多様なマーケットニーズや社会的課題に

対応し、既存の産業構造から進化した新たなビジネスモデ

ルによる高機能紙関連産業群を創出することを目的とし

て、産業構造ビジョンに示された成長産業分野における先

端素材の供給、高機能・高付加価値製品の創出に寄与する

拠点機能の形成や、四国内外の関係企業・産業支援機関と

の有機的な連携を深めることで、新技術や新製品のビジネ

ス展開を図る事業１件（12,955 千円）に対して補助を行

った。 

 

（イ）金融連携に関する業務 

金融と経営支援の一体的取組（リレーションシップ・バ

ンキング）を推進するため、「四国地区地域密着型金融推

進会議」を開催し、地域金融機関との支援ネットワークの

強化を図った。また、地域金融機関が行うビジネスマッチ

ング・商談会等をサポートしたほか、金融機関への出前施

策説明会の開催等を通して経済産業施策の認知度の向上

と活用促進に努めた。 

 

（ウ）生活関連産業に関する業務 

 「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」に基づき指

定を受けた伝統的工芸品について、後継者の育成、需要の

開拓等の支援策を実施した。 

2012 年度末現在、管内では９品目が伝統的工芸品とし

て指定されている。 

(A)伝統的工芸品産業支援事業 

伝統的工芸品産業の振興に関する法律に基づき策定さ

れた産地の振興計画（後継者育成、販路拡大等）の実施を

支援するため、２団体に対して補助金を交付した。 

(B)伝統的工芸品月間（11 月）の行事 

伝統的工芸品産業功労者（２名）に対し四国経済産業局

長表彰を実施した。 

 

（エ） 製造物等の規制に関する業務 

(A)航空機・武器の関連法令に関する業務 

「武器等製造法」に基づく武器等の製造、軽微な改造又

は修理についての許可等の相談対応を行った。 

また、「航空機製造事業法」に基づき、対象事業者にお

ける技術及び設備の検定業務を行った。 

(B)化学兵器禁止条約に関する業務 

化学兵器禁止条約及び関連国内法に基づき、2012 年９

月に翌年の製造予定数量（表３剤のみ）を、2013 年２月

には前年の生産実績数量（表剤と有機化学物質）を事業者

から申告・届出させ、整理の上、経済産業省に送付した。 

 

（2）産業人材 

（ア）地域や企業が求める人材の育成 

 職場や地域社会で多様な人々とともに仕事をしていく

ために必要な基礎的能力（社会人基礎力）の効果的な育成

のため、教育機関と連携して社会人基礎力研修会を開催す

るとともに、大学教育における社会人基礎力の成長過程の

発表の場である社会人基礎力育成グランプリに向けて、社

会人基礎力モデルの発掘・育成を行った。 

 

（イ）中小企業の人材確保・定着支援 

 内外の厳しい経営環境のなか、経営資源の乏しい中小企

業・小規模事業者が優秀な人材を確保していくため、地域

の中小企業団体が大学等と連携して実施する中小企業と

学生の日常的に顔が見える関係構築から、マッチング、採

用、人材育成・定着までの一貫した取組を支援した。 

 

（3）研究開発・技術振興 

(ア）中小企業のものづくり基盤技術高度化支援 

中小企業のものづくり基盤技術の高度化を支援するこ

とにより、我が国製造業の国際競争力の強化及び新たな事

業の創出を図ることを目的とした「中小企業のものづくり
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基盤技術の高度化に関する法律」に基づき、13 件の特定

研究開発等計画を認定した。 

また、同法の認定を受けた中小企業者の行うものづくり

基盤技術の高度化に資する革新的かつハイリスクな研究

開発事業を促進するため、戦略的基盤技術高度化支援事業

14 件（新規：２件、継続：12 件）に対し委託を行った。 

 

(イ) 地域イノベーション創出実証研究補助事業 

先端的・独創的な優れた技術を有する企業が、大学・高

専、地方公共団体が設置する試験研究機関等と共同で、新

たな製品や技術の実証又は性能評価等を実施する事業１

件に対して補助を行った。 

 

(ウ) グローバル技術連携支援事業 

厳しいグローバル競争に打ち勝つため、複数の中小企業

者等から構成される共同体が、オンリーワン技術の獲得や

技術流出防止、模倣品対策を図りながら海外展開を目指し

て取り組む試作品開発と、その成果に係る販路開拓を実施

する事業１件に対して補助を行った。 

 

（エ）創造的産学連携体制整備事業費補助金 

大学等の公的研究機関における研究成果の産業界の力

を活用した社会への還元や企業の技術的課題に対する大

学の知を活用した対応、さらには両者の連携による新たな

付加価値の創造を促進し、イノベーションの創出を推進す

ることを目的として、産学官連携、技術移転の取組１件

（5,140 千円）に対して補助を行った。 

 

(オ) 工業標準化施策の推進 

ＪＩＳマーク表示認証工場 10 工場に対し立入検査を実

施しＪＩＳ適合性の確保や品質管理体制の維持・向上を図

るとともに、ＪＩＳマーク表示制度に関する四国ブロック

セミナーを開催し、工業標準化の普及・啓発を行った。 

 

(カ)産業財産権に関する業務 

（A）産業財産権に関する相談及び指導 

産業財産権全般についての相談に応ずるとともに、出願

手続等の指導を行い、問題解決を図り、手続の適正化を実

施した。 

（B）特許等取得活用支援事業 

地域の中小企業等が企業経営のなかで抱える知的財産

に関する悩みや課題を一元的に受け付け、弁理士、弁護士

等知的財産に携わる様々な専門家や、地域の中小企業支援

機関と共同で解決を図るワンストップサービスを提供す

る事業を実施した。（2012 年度 委託事業 ４件） 

(C）地域中小企業知的財産戦略支援事業費補助事業 

各都道府県等中小企業支援センターが行う、中小企業の

外国出願に係る費用を助成し、中小企業の戦略的な外国へ

の特許出願等を促進する事業に対して補助を行った。 

（2012 年度 補助事業 ２件） 

 

(キ)四国地域オープンイノベーション推進事業 

 グローバル競争の進展、製品のライフサイクル短縮化、

技術の複雑化等により社外の技術を活用して製品開発を

進める「オープンイノベーション」の取組が進んでいる。

四国地域の企業等と四国内外の大手企業とのマッチング

を促進し、四国地域の企業等が有する優れた技術の事業化

を支援するため大手企業によるニーズ説明会を３回開催

した。 

 

（4）情報化 

（ア）ＩＴ利活用による農林水産分野の生産性向上事業 

四国地域に強みがある農林水産分野の生産性を高める

基盤整備を目的として、特に農業分野における生産管理や

圃場管理などでのＩＴ利活用の普及を目的として、ＩＴ利

活用の先進事例紹介セミナーや営農支援ポータルサイト

の構築等を行う事業１件（25,227 千円）に対して補助を

行った。 

 

４．産業部 

（1）産業振興 

（ア）企業立地促進法関係 

｢企業立地促進法｣に基づき、同意を受けた各地域の基本

計画の事業遂行に当たり必要な指導・助言を行った。 

  

（イ）立地指導 

(A)工場適地調査 

｢工場立地法｣に基づき、工場立地の適正化を図るため、

管内工場適地 45 地区のうち 29 地区を対象に、土地状況等

の立地条件に関する実態調査を実施した。この調査結果を
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域相互における商品流通状況の把握を目的に、「商品流通

調査」を実施した。 

 

３．地域経済部 

（1）地域経済活性化 

（ア） 地域の競争力強化に関する業務 

(A)健幸支援産業創出事業 

健康関連産業の創出や健康で豊かな地域社会の実現に

貢献するため医療介護周辺サービス市場動向調査を行う

とともにセミナー等を開催し、医療介護周辺産業創出プラ

ットフォーム形成に向けた基盤整備支援を行った。１件 

（5,879千円） 

(B) 高機能紙関連産業創出事業 

紙の持つ様々な機能を活用したアプローチを積極的に

展開することで多様なマーケットニーズや社会的課題に

対応し、既存の産業構造から進化した新たなビジネスモデ

ルによる高機能紙関連産業群を創出することを目的とし

て、産業構造ビジョンに示された成長産業分野における先

端素材の供給、高機能・高付加価値製品の創出に寄与する

拠点機能の形成や、四国内外の関係企業・産業支援機関と

の有機的な連携を深めることで、新技術や新製品のビジネ

ス展開を図る事業１件（12,955 千円）に対して補助を行

った。 

 

（イ）金融連携に関する業務 

金融と経営支援の一体的取組（リレーションシップ・バ

ンキング）を推進するため、「四国地区地域密着型金融推

進会議」を開催し、地域金融機関との支援ネットワークの

強化を図った。また、地域金融機関が行うビジネスマッチ

ング・商談会等をサポートしたほか、金融機関への出前施

策説明会の開催等を通して経済産業施策の認知度の向上

と活用促進に努めた。 

 

（ウ）生活関連産業に関する業務 

 「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」に基づき指

定を受けた伝統的工芸品について、後継者の育成、需要の

開拓等の支援策を実施した。 

2012 年度末現在、管内では９品目が伝統的工芸品とし

て指定されている。 

(A)伝統的工芸品産業支援事業 

伝統的工芸品産業の振興に関する法律に基づき策定さ

れた産地の振興計画（後継者育成、販路拡大等）の実施を

支援するため、２団体に対して補助金を交付した。 

(B)伝統的工芸品月間（11 月）の行事 

伝統的工芸品産業功労者（２名）に対し四国経済産業局

長表彰を実施した。 

 

（エ） 製造物等の規制に関する業務 

(A)航空機・武器の関連法令に関する業務 

「武器等製造法」に基づく武器等の製造、軽微な改造又

は修理についての許可等の相談対応を行った。 

また、「航空機製造事業法」に基づき、対象事業者にお

ける技術及び設備の検定業務を行った。 

(B)化学兵器禁止条約に関する業務 

化学兵器禁止条約及び関連国内法に基づき、2012 年９

月に翌年の製造予定数量（表３剤のみ）を、2013 年２月

には前年の生産実績数量（表剤と有機化学物質）を事業者

から申告・届出させ、整理の上、経済産業省に送付した。 

 

（2）産業人材 

（ア）地域や企業が求める人材の育成 

 職場や地域社会で多様な人々とともに仕事をしていく

ために必要な基礎的能力（社会人基礎力）の効果的な育成

のため、教育機関と連携して社会人基礎力研修会を開催す

るとともに、大学教育における社会人基礎力の成長過程の

発表の場である社会人基礎力育成グランプリに向けて、社

会人基礎力モデルの発掘・育成を行った。 

 

（イ）中小企業の人材確保・定着支援 

 内外の厳しい経営環境のなか、経営資源の乏しい中小企

業・小規模事業者が優秀な人材を確保していくため、地域

の中小企業団体が大学等と連携して実施する中小企業と

学生の日常的に顔が見える関係構築から、マッチング、採

用、人材育成・定着までの一貫した取組を支援した。 

 

（3）研究開発・技術振興 

(ア）中小企業のものづくり基盤技術高度化支援 

中小企業のものづくり基盤技術の高度化を支援するこ

とにより、我が国製造業の国際競争力の強化及び新たな事

業の創出を図ることを目的とした「中小企業のものづくり
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基盤技術の高度化に関する法律」に基づき、13 件の特定

研究開発等計画を認定した。 

また、同法の認定を受けた中小企業者の行うものづくり

基盤技術の高度化に資する革新的かつハイリスクな研究

開発事業を促進するため、戦略的基盤技術高度化支援事業

14 件（新規：２件、継続：12 件）に対し委託を行った。 

 

(イ) 地域イノベーション創出実証研究補助事業 

先端的・独創的な優れた技術を有する企業が、大学・高

専、地方公共団体が設置する試験研究機関等と共同で、新

たな製品や技術の実証又は性能評価等を実施する事業１

件に対して補助を行った。 

 

(ウ) グローバル技術連携支援事業 

厳しいグローバル競争に打ち勝つため、複数の中小企業

者等から構成される共同体が、オンリーワン技術の獲得や

技術流出防止、模倣品対策を図りながら海外展開を目指し

て取り組む試作品開発と、その成果に係る販路開拓を実施

する事業１件に対して補助を行った。 

 

（エ）創造的産学連携体制整備事業費補助金 

大学等の公的研究機関における研究成果の産業界の力

を活用した社会への還元や企業の技術的課題に対する大

学の知を活用した対応、さらには両者の連携による新たな

付加価値の創造を促進し、イノベーションの創出を推進す

ることを目的として、産学官連携、技術移転の取組１件

（5,140 千円）に対して補助を行った。 

 

(オ) 工業標準化施策の推進 

ＪＩＳマーク表示認証工場 10 工場に対し立入検査を実

施しＪＩＳ適合性の確保や品質管理体制の維持・向上を図

るとともに、ＪＩＳマーク表示制度に関する四国ブロック

セミナーを開催し、工業標準化の普及・啓発を行った。 

 

(カ)産業財産権に関する業務 

（A）産業財産権に関する相談及び指導 

産業財産権全般についての相談に応ずるとともに、出願

手続等の指導を行い、問題解決を図り、手続の適正化を実

施した。 

（B）特許等取得活用支援事業 

地域の中小企業等が企業経営のなかで抱える知的財産

に関する悩みや課題を一元的に受け付け、弁理士、弁護士

等知的財産に携わる様々な専門家や、地域の中小企業支援

機関と共同で解決を図るワンストップサービスを提供す

る事業を実施した。（2012 年度 委託事業 ４件） 

(C）地域中小企業知的財産戦略支援事業費補助事業 

各都道府県等中小企業支援センターが行う、中小企業の

外国出願に係る費用を助成し、中小企業の戦略的な外国へ

の特許出願等を促進する事業に対して補助を行った。 

（2012 年度 補助事業 ２件） 

 

(キ)四国地域オープンイノベーション推進事業 

 グローバル競争の進展、製品のライフサイクル短縮化、

技術の複雑化等により社外の技術を活用して製品開発を

進める「オープンイノベーション」の取組が進んでいる。

四国地域の企業等と四国内外の大手企業とのマッチング

を促進し、四国地域の企業等が有する優れた技術の事業化

を支援するため大手企業によるニーズ説明会を３回開催

した。 

 

（4）情報化 

（ア）ＩＴ利活用による農林水産分野の生産性向上事業 

四国地域に強みがある農林水産分野の生産性を高める

基盤整備を目的として、特に農業分野における生産管理や

圃場管理などでのＩＴ利活用の普及を目的として、ＩＴ利

活用の先進事例紹介セミナーや営農支援ポータルサイト

の構築等を行う事業１件（25,227 千円）に対して補助を

行った。 

 

４．産業部 

（1）産業振興 

（ア）企業立地促進法関係 

｢企業立地促進法｣に基づき、同意を受けた各地域の基本

計画の事業遂行に当たり必要な指導・助言を行った。 

  

（イ）立地指導 

(A)工場適地調査 

｢工場立地法｣に基づき、工場立地の適正化を図るため、

管内工場適地 45 地区のうち 29 地区を対象に、土地状況等

の立地条件に関する実態調査を実施した。この調査結果を
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基に、工場立地調査簿を作成し、閲覧に供するとともに、

工場適地の紹介及び適正立地の指導等を行った。 

(B)工場立地動向調査 

｢工場立地法｣に基づき、年２回（上期、下期）、1,000

㎡以上の工場（研究所を含む）用地を新規に取得した者を

対象に、工場立地動向調査を実施するとともに、調査結果

を取りまとめ、情報提供を行った。 

なお、2012 年の調査結果は、立地件数が 44 件、敷地面

積が 101.7ha となり、立地件数、敷地面積ともに前年と比

べ増加した。 

 

（ウ）工業用水道事業の推進 

管内における工業用水道の実態を把握するとともに、工

業用水道事業者に対して、経営の合理化、安定供給に向け

た指導を行った。 

 

（エ）国内投資の促進 

四国内への投資促進するため、国内投資促進四国本部会

議を開催し、管内関係機関と情報交換、意見交換等を行っ

た。また、企業の設備投資を促進するため、国内立地促進

事業費補助金等の説明会を開催した。 

 

（オ）サービス産業の振興 

(A)「おもてなし経営」の普及 

 「おもてなし経営」を実践する企業として全国から選出

された 50 社のうち、四国地域からは３社が選出された。

実施期間中、普及啓発のため、四国地域においてもセミナ

ー等を実施した。 

(B)「四国の観光サービス・商品の地産地消」推進事業 

四国大の「観光サービスの地産地消」を積極的に押し進

め、幅広いサービス業の活性化や地域のサービス業全体の

底上げを図ることを目的として、愛媛県南南予地域に次い

で、阿佐東地域（徳島県美波町、牟岐町、海陽町、高知県

東洋町）をモデル地域に設定し、地域の課題や PR の効果

的手法、地域間連携の在り方について検討した。 

(C)感性価値の高い商品づくりのための試行的マッチン

グ事業 

四国地域で活躍されているデザイナーの発掘及びデザ

インや知的財産の活用に関心があるものの、その機会に恵

まれなかった製造業者や商業者などを把握するとともに、

両者による試行的マッチングを実施した。 

 

（カ）コンテンツ制作を通じたまちづくり支援事業 

 地域商店街活性化法に基づく事業計画の認定を受けた

商店街を舞台に、四国地域に所在する専門学校等において

「コンテンツ」を学ぶ学生を対象に、地域コミュニティの

創出に寄与する「題材」を提供し、地域コミュニティの創

出に関する映画の制作及び上映を行った。 

 

（キ）地域新成長産業創出促進事業 

 被災地域の復興及び農林漁業の競争力強化を目的とし

て民間事業者が実施するビジネスマッチング、流通ネット

ワークの拡大、地域間連携の強化、海外展開の促進等、消

費者と生産者を結びつけるコーディネート事業を実施し

た。 

・2012 年度補助金交付件数 ２件（19,295,640 円） 

 

（ク）「自転車競技法」の施行 

「自転車競技法」に基づき、公正・安全な自転車競技を

実施するため、管内５競輪場の競輪施行者等に対して、競

輪場等の施設改修計画や設備の変更報告を受け、定期的に、

又は必要に応じて、施設調査を行うとともに、競輪開催の

適正化等について万全を期すよう指導・監督を行った。 

 

（2）通商・国際化 

（ア）貿易管理 

2012 年（2012 年１月～12 月）に「外国為替及び外国貿

易法」、「関税暫定措置法」等貿易関係法令等に基づき許

可・承認等の業務を以下のとおり行った。 

(A)輸出 

934 件 

(B)輸入 

36 件 

(C)関税割当 

27 件 

(D)その他 

通商政策の浸透を図るための各種説明会を実施した。 

(a)「安全保障貿易管理説明会」 

（2012 年６月、11 月、12 月、2013 年３月） 

(b)「通商白書・不正貿易報告書説明会」 
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（2012 年７月） 

 

（イ）中小企業等の海外展開支援 

中小企業の海外展開を支援する機関から構成される「四

国地域中小企業海外展開支援会議」の枠組みのもと、独立

行政法人日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）４県貿易情報セ

ンター、独立行政法人中小企業基盤整備機構四国本部など

関係機関と連携し、海外展開支援に係る各種セミナーを開

催するなど中小企業の海外展開支援を行った。 

また、四国の食品産業のグローバル展開とアジア・メコ

ン地域諸国との相互発展モデルに関する調査を実施した。 

 

（3）中小企業 

（ア）中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律 

 (A)新連携事業 

同法に基づく「異分野連携新事業分野開拓計画」の認定

を 2012 年度は３件行った。（2012 年度末 累計認定件数

27 件）また、「異分野連携新事業分野開拓計画」の法認

定を受けた中小企業者（連携企業の代表となる中小企業者）

に対し、事業活動の促進を図るため、必要な経費の一部を

補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 ２件（7,388,417 円） 

 

（イ）中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の

促進に関する法律 

同法に基づき、中小企業者が地域資源を活用して新商品

開発・事業化等を行う「地域産業資源活用事業計画」の認

定を 2012 年度は 18 件行った。（2012 年度末 累計認定件

数 128 件）また、「地域産業資源活用事業計画」の法認定

を受けた中小企業者に対し、事業活動の促進を図るため、

必要な経費の一部を補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 27 件（59,685,181 円） 

 

（ウ）中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の

促進に関する法律 

同法に基づき、中小企業者と農林漁業者が連携して新商

品開発・事業化等を行う「農商工等連携事業計画」につい

て、2012 年度は７件の認定を行った。（2012 年度末 累計

認定件数 38 件）また、「農商工等連携事業計画」の法認定

を受けた中小企業者に対し、事業活動の促進を図るため、

必要な経費の一部を補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 ７件（15,397,138 円） 

 

（エ）地域中小企業対策等 

(A)JAPAN ブランド育成支援事業 

地域の中小企業等が一丸となって地域の優れた素材や

技術等を活かし、地域産品等の魅力を更に高め、世界に通

用するブランド力を確立するために、マーケットリサー

チ・新商品の試作開発等の取組を行う組合等に対して必要

な経費の一部を補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 ２件（5,442,776 円） 

(B)組合の設立及び運営指導 

「中小企業等協同組合法」及び「中小企業団体の組織に

関する法律」に基づき、組合の設立及び運営指導を実施し

た（四国経済産業局所管組合（2012 年度末現在）：事業協

同組合 102 組合、商工組合 16 組合）。 

(C)経営革新等支援機関の認定制度 

2012 年８月に施行した「中小企業経営力強化支援法」

に基づき、中小企業者への専門性の高い支援事業を実現し

経営力の強化を図るため、金融機関、税理士等を中小企業

の経営状況の分析、事業計画策定及び実施に係る指導・助

言を行う者として認定した（2012 年度認定数：161 機関）。 

 

（オ）小規模事業者新事業全国展開支援事業 

地域の資源を活かした新商品や観光資源を全国規模に

市場展開することを目指すため、商工会議所、商工会及び

県商工会連合会が地域の小規模事業者等と連携して実施

する新商品の開発や観光資源の開発に対して、中小企業庁

から日本商工会議所及び全国商工会連合会を通じて支援

を行った(合計 15 件)。 

 

（カ）下請企業振興対策 

下請取引の適正化を図るため、「下請代金支払遅延等防

止法」に基づく親事業者等の立入検査を行うとともに「下

請取引適正化推進月間」（11 月）には、親事業者等に対し

て同法及び下請中小企業振興法の説明会を開催し、下請取

引の適正化に努めた。 

 

（キ）人権啓発推進事業 

(A)小規模事業者等支援委託事業 
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基に、工場立地調査簿を作成し、閲覧に供するとともに、

工場適地の紹介及び適正立地の指導等を行った。 

(B)工場立地動向調査 

｢工場立地法｣に基づき、年２回（上期、下期）、1,000

㎡以上の工場（研究所を含む）用地を新規に取得した者を

対象に、工場立地動向調査を実施するとともに、調査結果

を取りまとめ、情報提供を行った。 

なお、2012 年の調査結果は、立地件数が 44 件、敷地面

積が 101.7ha となり、立地件数、敷地面積ともに前年と比

べ増加した。 

 

（ウ）工業用水道事業の推進 

管内における工業用水道の実態を把握するとともに、工

業用水道事業者に対して、経営の合理化、安定供給に向け

た指導を行った。 

 

（エ）国内投資の促進 

四国内への投資促進するため、国内投資促進四国本部会

議を開催し、管内関係機関と情報交換、意見交換等を行っ

た。また、企業の設備投資を促進するため、国内立地促進

事業費補助金等の説明会を開催した。 

 

（オ）サービス産業の振興 

(A)「おもてなし経営」の普及 

 「おもてなし経営」を実践する企業として全国から選出

された 50 社のうち、四国地域からは３社が選出された。

実施期間中、普及啓発のため、四国地域においてもセミナ

ー等を実施した。 

(B)「四国の観光サービス・商品の地産地消」推進事業 

四国大の「観光サービスの地産地消」を積極的に押し進

め、幅広いサービス業の活性化や地域のサービス業全体の

底上げを図ることを目的として、愛媛県南南予地域に次い

で、阿佐東地域（徳島県美波町、牟岐町、海陽町、高知県

東洋町）をモデル地域に設定し、地域の課題や PR の効果

的手法、地域間連携の在り方について検討した。 

(C)感性価値の高い商品づくりのための試行的マッチン

グ事業 

四国地域で活躍されているデザイナーの発掘及びデザ

インや知的財産の活用に関心があるものの、その機会に恵

まれなかった製造業者や商業者などを把握するとともに、

両者による試行的マッチングを実施した。 

 

（カ）コンテンツ制作を通じたまちづくり支援事業 

 地域商店街活性化法に基づく事業計画の認定を受けた

商店街を舞台に、四国地域に所在する専門学校等において

「コンテンツ」を学ぶ学生を対象に、地域コミュニティの

創出に寄与する「題材」を提供し、地域コミュニティの創

出に関する映画の制作及び上映を行った。 

 

（キ）地域新成長産業創出促進事業 

 被災地域の復興及び農林漁業の競争力強化を目的とし

て民間事業者が実施するビジネスマッチング、流通ネット

ワークの拡大、地域間連携の強化、海外展開の促進等、消

費者と生産者を結びつけるコーディネート事業を実施し

た。 

・2012 年度補助金交付件数 ２件（19,295,640 円） 

 

（ク）「自転車競技法」の施行 

「自転車競技法」に基づき、公正・安全な自転車競技を

実施するため、管内５競輪場の競輪施行者等に対して、競

輪場等の施設改修計画や設備の変更報告を受け、定期的に、

又は必要に応じて、施設調査を行うとともに、競輪開催の

適正化等について万全を期すよう指導・監督を行った。 

 

（2）通商・国際化 

（ア）貿易管理 

2012 年（2012 年１月～12 月）に「外国為替及び外国貿

易法」、「関税暫定措置法」等貿易関係法令等に基づき許

可・承認等の業務を以下のとおり行った。 

(A)輸出 

934 件 

(B)輸入 

36 件 

(C)関税割当 

27 件 

(D)その他 

通商政策の浸透を図るための各種説明会を実施した。 

(a)「安全保障貿易管理説明会」 

（2012 年６月、11 月、12 月、2013 年３月） 

(b)「通商白書・不正貿易報告書説明会」 
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（2012 年７月） 

 

（イ）中小企業等の海外展開支援 

中小企業の海外展開を支援する機関から構成される「四

国地域中小企業海外展開支援会議」の枠組みのもと、独立

行政法人日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）４県貿易情報セ

ンター、独立行政法人中小企業基盤整備機構四国本部など

関係機関と連携し、海外展開支援に係る各種セミナーを開

催するなど中小企業の海外展開支援を行った。 

また、四国の食品産業のグローバル展開とアジア・メコ

ン地域諸国との相互発展モデルに関する調査を実施した。 

 

（3）中小企業 

（ア）中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律 

 (A)新連携事業 

同法に基づく「異分野連携新事業分野開拓計画」の認定

を 2012 年度は３件行った。（2012 年度末 累計認定件数

27 件）また、「異分野連携新事業分野開拓計画」の法認

定を受けた中小企業者（連携企業の代表となる中小企業者）

に対し、事業活動の促進を図るため、必要な経費の一部を

補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 ２件（7,388,417 円） 

 

（イ）中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の

促進に関する法律 

同法に基づき、中小企業者が地域資源を活用して新商品

開発・事業化等を行う「地域産業資源活用事業計画」の認

定を 2012 年度は 18 件行った。（2012 年度末 累計認定件

数 128 件）また、「地域産業資源活用事業計画」の法認定

を受けた中小企業者に対し、事業活動の促進を図るため、

必要な経費の一部を補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 27 件（59,685,181 円） 

 

（ウ）中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の

促進に関する法律 

同法に基づき、中小企業者と農林漁業者が連携して新商

品開発・事業化等を行う「農商工等連携事業計画」につい

て、2012 年度は７件の認定を行った。（2012 年度末 累計

認定件数 38 件）また、「農商工等連携事業計画」の法認定

を受けた中小企業者に対し、事業活動の促進を図るため、

必要な経費の一部を補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 ７件（15,397,138 円） 

 

（エ）地域中小企業対策等 

(A)JAPAN ブランド育成支援事業 

地域の中小企業等が一丸となって地域の優れた素材や

技術等を活かし、地域産品等の魅力を更に高め、世界に通

用するブランド力を確立するために、マーケットリサー

チ・新商品の試作開発等の取組を行う組合等に対して必要

な経費の一部を補助した。 

・2012 年度補助金交付件数 ２件（5,442,776 円） 

(B)組合の設立及び運営指導 

「中小企業等協同組合法」及び「中小企業団体の組織に

関する法律」に基づき、組合の設立及び運営指導を実施し

た（四国経済産業局所管組合（2012 年度末現在）：事業協

同組合 102 組合、商工組合 16 組合）。 

(C)経営革新等支援機関の認定制度 

2012 年８月に施行した「中小企業経営力強化支援法」

に基づき、中小企業者への専門性の高い支援事業を実現し

経営力の強化を図るため、金融機関、税理士等を中小企業

の経営状況の分析、事業計画策定及び実施に係る指導・助

言を行う者として認定した（2012 年度認定数：161 機関）。 

 

（オ）小規模事業者新事業全国展開支援事業 

地域の資源を活かした新商品や観光資源を全国規模に

市場展開することを目指すため、商工会議所、商工会及び

県商工会連合会が地域の小規模事業者等と連携して実施

する新商品の開発や観光資源の開発に対して、中小企業庁

から日本商工会議所及び全国商工会連合会を通じて支援

を行った(合計 15 件)。 

 

（カ）下請企業振興対策 

下請取引の適正化を図るため、「下請代金支払遅延等防

止法」に基づく親事業者等の立入検査を行うとともに「下

請取引適正化推進月間」（11 月）には、親事業者等に対し

て同法及び下請中小企業振興法の説明会を開催し、下請取

引の適正化に努めた。 

 

（キ）人権啓発推進事業 

(A)小規模事業者等支援委託事業 

594 595

第2部-第3章.indd   595 2014/05/27   16:20:08



 

 596

小規模零細な事業者が多く、特に重点的な支援が必要な

地域・業種の活性化のため、徳島県、愛媛県及び高知県の

18 市町村において 54 件の巡回相談を実施し、徳島市にお

いて研修を実施した。 

(B)人権啓発支援推進委託事業 

中小企業者等に対して企業の社会的責任としての人権

尊重の理念を普及させ、人権意識の涵養を図るため、徳島

県、香川県、高松市及び松山市に事業委託し、徳島市、高

松市、丸亀市及び松山市において講演会等を実施した。 

 

（ク）中小企業再生支援協議会事業 

地域中小企業の再生を支援するため、「産業活力の再生

及び産業活動の革新に関する特別措置法」に基づく認定支

援機関（各県都商工会議所）に対して事業委託し、2012

年度は四国全体で 207 件の相談を受け、計 110 件の経営改

善計画の作成支援を完了した。 

 

（ケ）官公需受注確保対策 

「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する

法律」に基づき、中小企業者の受注機会の確保を図るため、

官公需受注確保状況の実態調査や、各県毎に官公需確保対

策地方推進協議会の開催等を行った。 

 

（コ）中小企業金融対策等 

(A)信用保証協会に対する運営指導 

円滑な信用補完制度の推進を図るため、信用保証協会に

対する検査及び指導監督を実施するとともに、信用保証協

会の財務基盤の強化を図るため、管内各信用保証協会に対

し資金供給円滑化信用保証協会基金補助金を交付した。 

(B)小規模企業者等設備資金貸付制度の運用 

小規模企業者等の設備の導入を促進するため、都道府県

貸与機関が行う設備導入資金の貸付け及び設備貸与事業

に対する助成を行う県に対し指導を行った。 

(C)中小企業の経営安定対策 

企業の大型倒産に対応し、関連中小企業の連鎖倒産防止

を図るため、「中小企業信用保険法」に基づく倒産企業の

指定等を行った。 

 

（サ）中小企業施策の普及 

中小企業施策の普及のため、「中小企業白書説明会」の

実施や、関係団体等の要請を踏まえ、随時、中小企業施策

等について講演・説明を行った。 

 

（シ）中小企業経営承継円滑化法の施行 

民法上の遺留分制度による制約への対応や事業承継税

制の抜本拡充を始めとする事業承継円滑化のための総合

的支援策の基礎となる「中小企業における経営の承継の円

滑化に関する法律」が 2008 年 10 月１日から施行された。 

同法に基づき、確認・認定等業務を行った。 

・法第 12 条第１項に規定する相続税及び贈与税の納税猶

予制度等に関する認定 2012 年度:６件 

・法律施行規則第 16 条第１項に規定する計画的な承継に

係る取組に関する確認 2012 年度:20 件 

 

（4）流通・商業 

（ア）大規模小売店舗立地法相談処理 

「大規模小売店舗立地法」の施行の円滑化を図るため、

各県、出店者等からの相談・苦情等の処理を行った。 

なお「大規模小売店舗立地法」に基づく四国の新設届出

は、2012 年度は 29 件（徳島県６件、香川県６件、愛媛県

13 件、高知県４件）だった。 

 

（イ）中小小売商業活性化対策 

(A)戦略的中心市街地商業等活性化支援事業、中心市街

地魅力発掘・創造事業 

中心市街地の活性化を促進するため、まちなか居住の推

進や来街者の増加など、まちづくりと一体となった地域商

業活性化のモデル的な取組に対して支援を行った。 

・戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助金 

2012 年度補助金交付件数：１件（183,828 千円） 

・中心市街地魅力発掘・創造事業費補助金 

2012 年度補助金交付件数：１件（5,843 千円） 

(B)中小商業活力向上支援事業 

少子高齢化への対応や安全・安心なまちづくり、商店街

の生産性や社会貢献機能の向上等の社会的課題に対応す

る商業活性化の取組に対して支援を行った。 

・中小商業活力向上補助金（中小商業活力向上支援事業、

中小商業活力向上施設整備事業）  

2012 年度補助金交付件数：４件（81,813 千円） 
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（ウ）地域商業再生事業 

商店街組織と民間企業やＮＰＯ法人が一体となって実

施されるまちづくり計画と整合的な取組みを支援すると

ともに地域のコミュニティ機能の自立的かつ継続的な維

持・強化が図られるよう、外部環境の変化に適合した形で

構造改革を進める取組に対して支援を行った。 

・地域商業再生事業費補助金 

2012 年度補助金交付件数：10 件（54,744 千円） 

 

（5）消費者保護 

（ア）「割賦販売法」の施行 

割賦販売等に係る取引の適性化と消費者保護を図るた

め、前払式特定取引業者及び包括・個別信用購入あっせん

業者に対し、立入検査、申請書・届出書等の受理・審査等

通じた財務状況の把握及び事業運営等の指導監督を行っ

た。（立入検査件数 2012 年度:10 件） 

また、自治体や関係機関の求めに応じ、セミナー・講習

会等に四国経済産業局職員を派遣し、割賦販売法の規制等

について周知・啓発を行った。 

 

（イ）「特定商取引に関する法律」の施行 

訪問販売等に係る消費者トラブルを防止するため「特定

商取引に関する法律」に違反する疑いのある訪問販売事業

者等について調査を行った。 

また、行政機関、警察当局との連携強化・情報の共有化

を図り、悪質事業者による消費者トラブルの未然防止・被

害の拡大防止を図るため「特定商取引法連絡会議」を開催

するとともに、自治体や関係機関の求めに応じ、セミナ

ー・講習会等に四国経済産業局職員を派遣し、特定商取引

法の規制等について、周知・啓発を行った。 

 

（ウ）消費者相談への対応 

消費者相談室に消費者相談員を５名配置し、消費者から

の商品やサービス等についての相談・苦情等を受付、地方

公共団体や関係機関等との連携を図り、その解決に向けた

適切な対応を行った。（相談受付件数 2012 年度:205 件） 

 

（エ）「製品安全関連法」の施行 

消費者用製品の安全性の確保等を図るため「消費生活用

製品安全法」、「電気用品安全法」、「ガス事業法」、「液化石

油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」及び

「家庭用品品質表示法」に基づく届出処理（75 件）や相

談対応及び法令違反事業者に対する改善指導等を行った。     

また、自治体や関係機関の求めに応じ、セミナー・講習

会等に四国経済産業局職員を派遣し、製品安全に関する情

報提供等を行った。 

 

（6）アルコール 

工業用アルコールの酒類への不正使用の防止並びにア

ルコールの製造、販売、使用等の事業が適正になされ、ア

ルコールの安定的かつ円滑な供給を図るため、事業者に対

し許可制としている。このため、事業者からは使用に係る

申請及び定期的な報告等を受けるとともに、アルコール検

査官による立入検査を実施するなどアルコール事業法の

適正な執行に努めた。 

（ア）許可事業者数(2013 年３月末現在) 

・許可使用者 239 事業者 

・販売事業者 24 事業者 

（イ）申請書等の処理(2012 年度) 

・使用許可申請 ３件 

・販売許可申請 ０件 

・変更許可申請 151 件 

（ウ）立入検査数(2012 年度) 

・許可使用者 63 件 

 

５．資源エネルギー環境部 

(1) 電気・ガス 

(ア)供給サービスに関する監査 

電気事業の運営の適正化、合理化を図るため、「電気事

業法」第 105 条に基づき、2012 年度は一般電気事業者に

対して供給サービスに関する監査４か所実施した。 

 

(イ)電気料金等の供給条件に係る承認、届出 

「電気事業法」に基づき、2012 年度は、電気料金等の

供給条件に係る承認、届出等について、卸供給条件届出３

件を処理した。 

 

（ウ）電力の需給計画等に関する業務 

(A)電力需給計画に関する把握、調整 

電力需給動向の把握及び想定上の資料とするため、電力
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小規模零細な事業者が多く、特に重点的な支援が必要な

地域・業種の活性化のため、徳島県、愛媛県及び高知県の

18 市町村において 54 件の巡回相談を実施し、徳島市にお

いて研修を実施した。 

(B)人権啓発支援推進委託事業 

中小企業者等に対して企業の社会的責任としての人権

尊重の理念を普及させ、人権意識の涵養を図るため、徳島

県、香川県、高松市及び松山市に事業委託し、徳島市、高

松市、丸亀市及び松山市において講演会等を実施した。 

 

（ク）中小企業再生支援協議会事業 

地域中小企業の再生を支援するため、「産業活力の再生

及び産業活動の革新に関する特別措置法」に基づく認定支

援機関（各県都商工会議所）に対して事業委託し、2012

年度は四国全体で 207 件の相談を受け、計 110 件の経営改

善計画の作成支援を完了した。 

 

（ケ）官公需受注確保対策 

「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する

法律」に基づき、中小企業者の受注機会の確保を図るため、

官公需受注確保状況の実態調査や、各県毎に官公需確保対

策地方推進協議会の開催等を行った。 

 

（コ）中小企業金融対策等 

(A)信用保証協会に対する運営指導 

円滑な信用補完制度の推進を図るため、信用保証協会に

対する検査及び指導監督を実施するとともに、信用保証協

会の財務基盤の強化を図るため、管内各信用保証協会に対

し資金供給円滑化信用保証協会基金補助金を交付した。 

(B)小規模企業者等設備資金貸付制度の運用 

小規模企業者等の設備の導入を促進するため、都道府県

貸与機関が行う設備導入資金の貸付け及び設備貸与事業

に対する助成を行う県に対し指導を行った。 

(C)中小企業の経営安定対策 

企業の大型倒産に対応し、関連中小企業の連鎖倒産防止

を図るため、「中小企業信用保険法」に基づく倒産企業の

指定等を行った。 

 

（サ）中小企業施策の普及 

中小企業施策の普及のため、「中小企業白書説明会」の

実施や、関係団体等の要請を踏まえ、随時、中小企業施策

等について講演・説明を行った。 

 

（シ）中小企業経営承継円滑化法の施行 

民法上の遺留分制度による制約への対応や事業承継税

制の抜本拡充を始めとする事業承継円滑化のための総合

的支援策の基礎となる「中小企業における経営の承継の円

滑化に関する法律」が 2008 年 10 月１日から施行された。 

同法に基づき、確認・認定等業務を行った。 

・法第 12 条第１項に規定する相続税及び贈与税の納税猶

予制度等に関する認定 2012 年度:６件 

・法律施行規則第 16 条第１項に規定する計画的な承継に

係る取組に関する確認 2012 年度:20 件 

 

（4）流通・商業 

（ア）大規模小売店舗立地法相談処理 

「大規模小売店舗立地法」の施行の円滑化を図るため、

各県、出店者等からの相談・苦情等の処理を行った。 

なお「大規模小売店舗立地法」に基づく四国の新設届出

は、2012 年度は 29 件（徳島県６件、香川県６件、愛媛県

13 件、高知県４件）だった。 

 

（イ）中小小売商業活性化対策 

(A)戦略的中心市街地商業等活性化支援事業、中心市街

地魅力発掘・創造事業 

中心市街地の活性化を促進するため、まちなか居住の推

進や来街者の増加など、まちづくりと一体となった地域商

業活性化のモデル的な取組に対して支援を行った。 

・戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助金 

2012 年度補助金交付件数：１件（183,828 千円） 

・中心市街地魅力発掘・創造事業費補助金 

2012 年度補助金交付件数：１件（5,843 千円） 

(B)中小商業活力向上支援事業 

少子高齢化への対応や安全・安心なまちづくり、商店街

の生産性や社会貢献機能の向上等の社会的課題に対応す

る商業活性化の取組に対して支援を行った。 

・中小商業活力向上補助金（中小商業活力向上支援事業、

中小商業活力向上施設整備事業）  

2012 年度補助金交付件数：４件（81,813 千円） 
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（ウ）地域商業再生事業 

商店街組織と民間企業やＮＰＯ法人が一体となって実

施されるまちづくり計画と整合的な取組みを支援すると

ともに地域のコミュニティ機能の自立的かつ継続的な維

持・強化が図られるよう、外部環境の変化に適合した形で

構造改革を進める取組に対して支援を行った。 

・地域商業再生事業費補助金 

2012 年度補助金交付件数：10 件（54,744 千円） 

 

（5）消費者保護 

（ア）「割賦販売法」の施行 

割賦販売等に係る取引の適性化と消費者保護を図るた

め、前払式特定取引業者及び包括・個別信用購入あっせん

業者に対し、立入検査、申請書・届出書等の受理・審査等

通じた財務状況の把握及び事業運営等の指導監督を行っ

た。（立入検査件数 2012 年度:10 件） 

また、自治体や関係機関の求めに応じ、セミナー・講習

会等に四国経済産業局職員を派遣し、割賦販売法の規制等

について周知・啓発を行った。 

 

（イ）「特定商取引に関する法律」の施行 

訪問販売等に係る消費者トラブルを防止するため「特定

商取引に関する法律」に違反する疑いのある訪問販売事業

者等について調査を行った。 

また、行政機関、警察当局との連携強化・情報の共有化

を図り、悪質事業者による消費者トラブルの未然防止・被

害の拡大防止を図るため「特定商取引法連絡会議」を開催

するとともに、自治体や関係機関の求めに応じ、セミナ

ー・講習会等に四国経済産業局職員を派遣し、特定商取引

法の規制等について、周知・啓発を行った。 

 

（ウ）消費者相談への対応 

消費者相談室に消費者相談員を５名配置し、消費者から

の商品やサービス等についての相談・苦情等を受付、地方

公共団体や関係機関等との連携を図り、その解決に向けた

適切な対応を行った。（相談受付件数 2012 年度:205 件） 

 

（エ）「製品安全関連法」の施行 

消費者用製品の安全性の確保等を図るため「消費生活用

製品安全法」、「電気用品安全法」、「ガス事業法」、「液化石

油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」及び

「家庭用品品質表示法」に基づく届出処理（75 件）や相

談対応及び法令違反事業者に対する改善指導等を行った。     

また、自治体や関係機関の求めに応じ、セミナー・講習

会等に四国経済産業局職員を派遣し、製品安全に関する情

報提供等を行った。 

 

（6）アルコール 

工業用アルコールの酒類への不正使用の防止並びにア

ルコールの製造、販売、使用等の事業が適正になされ、ア

ルコールの安定的かつ円滑な供給を図るため、事業者に対

し許可制としている。このため、事業者からは使用に係る

申請及び定期的な報告等を受けるとともに、アルコール検

査官による立入検査を実施するなどアルコール事業法の

適正な執行に努めた。 

（ア）許可事業者数(2013 年３月末現在) 

・許可使用者 239 事業者 

・販売事業者 24 事業者 

（イ）申請書等の処理(2012 年度) 

・使用許可申請 ３件 

・販売許可申請 ０件 

・変更許可申請 151 件 

（ウ）立入検査数(2012 年度) 

・許可使用者 63 件 

 

５．資源エネルギー環境部 

(1) 電気・ガス 

(ア)供給サービスに関する監査 

電気事業の運営の適正化、合理化を図るため、「電気事

業法」第 105 条に基づき、2012 年度は一般電気事業者に

対して供給サービスに関する監査４か所実施した。 

 

(イ)電気料金等の供給条件に係る承認、届出 

「電気事業法」に基づき、2012 年度は、電気料金等の

供給条件に係る承認、届出等について、卸供給条件届出３

件を処理した。 

 

（ウ）電力の需給計画等に関する業務 

(A)電力需給計画に関する把握、調整 

電力需給動向の把握及び想定上の資料とするため、電力
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需要実績、発受電実績等を基に、５月と 11 月に「四国地

域の電力需給動向」を取りまとめ公表した。また、一般電

気事業者等から供給計画等についてのヒアリングを行っ

た。 

(B)特定供給の許可 

「電気事業法」第 17 条の規定に基づく特定供給の許

可・変更・廃止を行った。2012 年度の許可件数は０件、

変更件数は０件、廃止件数は２件であった。 

 

（エ）電源立地促進対策に関する業務 

(A)電源立地地域対策交付金 

電源立地地域の市町村及び県が行う、公共用施設整備事

業、企業導入・産業活性化事業、福祉対策事業及び地域活

性化事業等に対し交付金を交付した。 

・62 件（2,857,370,458 円） 

(B)交付金事務等交付金 

県が行う電源立地地域対策交付金の間接交付に要する

事務費に対して交付金を交付した。 

・３件（1,971,916 円） 

 

（オ）電気施設に関する業務 

電気事業用の発電所（土木・機械関係を除く）、送電線

路、変電所等の新設、変更について、2012 年度は 11 件届

出があり、処理した。 

 

（カ）電源開発に関する業務 

(A)発電水力開発調査 

化石燃料の枯渇や地球温暖化に対し、国産エネルギーで

あり、発電過程で CO2の排出量の極めて少ない水力エネル

ギー有効利用の観点から、積極的な開発・導入を図るため

に河川の流量調査を行った。 

 

（キ）ガス事業に関する業務 

(A)一般ガス事業 

(a)許認可等の業務 

「ガス事業法」に基づく一般ガス事業の許認可等の処理

状況は次のとおりである。 

件名 
2012 年度 

件数 

供給区域の変更許可 ２ 

ガス工作物変更届出 ２ 

供給約款の変更認可・届出 ３ 

選択約款の設定・変更届出 ２ 

ガス導管事業届出・変更届出 ２ 

大口供給届出 ２ 

(b)ガス事業監査 

一般ガス事業者に対する監査（経理、業務）を 2012 年

度は３件実施した。 

(c)ガスの供給計画 

一般ガス事業者のガス供給計画について検討し、ガスの

安定供給について指導した。 

(d)収支決算状況 

一般ガス事業の収支決算状況についての説明を聴取し、

経営の指導を行った。 

(B)簡易ガス事業 

(a)許認可等の業務 

「ガス事業法」に基づく簡易ガス事業の許認可等の処理

状況は次のとおりである。 

件名 
2012 年度 

件数 

簡易ガス事業の許可 １ 

簡易ガス事業の廃止許可 ０ 

簡易ガス事業の譲渡及び譲

受けの認可 
２ 

供給地点の変更許可 ２ 

供給約款の設定認可 １ 

供給約款の変更認可・届 ２４５ 

選択約款の設定・変更届 １０２ 

(C)ガス導管事業 

 (a)許認可等の業務 

「ガス事業法」に基づくガス導管事業の許認可等の処理

状況は次のとおりである。 

件名 
2012 年度 

件数 

ガス導管事業届出・変更届 ０ 

ガス導管事業託送供給約

款制定不要承認申請 
１ 

 

（2）省エネルギー・新エネルギー 

(ア)省エネルギーに関する業務 

(A)「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下

「省エネ法」という。）の施行 

2010 年４月に改正省エネ法が施行され、規制対象が事

業所単位から事業者単位に変更され、対象範囲が拡大した。
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これにより、これまで指定されていた第一種、第二種エネ

ルギー管理指定工場等の指定を全て取り消し、新たに特定

事業者と特定連鎖化事業者の指定及び第一種、第二種エネ

ルギー管理指定工場等についての指定を行った。 

2012 年度末特定事業者数は 398 事業者、特定連鎖化事

業者は６事業者、第一種指定工場等は 136 工場、第二種指

定工場等は 187 工場であった。 

また、特定荷主の事業者数は、24 社である。 

(B)エネルギー管理功績者及び同優良工場等の表彰 

エネルギー管理の推進に尽力しその功績が顕著である

者、またエネルギー管理に不断の努力を重ねその成果が大

で他の模範となる工場・事業場を四国経済産業局長表彰し

た。 

・エネルギー管理功績者 10 名 

・エネルギー管理優良工場等 ５工場 

  

(イ)新エネルギーに関する業務 

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法」に基づき、基準に適合している対象設

備について大臣認定を行った。 

認定状況（2013 年３月末現在）は、太陽光発電設備

18,091 件、バイオマス発電設備３件、風力発電設備４件、

水力発電設備２件の合計 18,100 件であった。 

 

(ウ)エネルギー広報の実施 

(A)省エネルギー広報事業の実施 

省エネルギーの必要性をより広く理解してもらうため、

中小企業向け優良事例集を作成するとともに、小学校向け

優良事例集と映像番組等を作成し、配布等を行った。 

(B)夏季及び冬季における省エネルギー・節電対策に係

る広報 

エネルギー需要が増加する夏季及び冬季が始まる前に、

省エネ法に基づく特定事業者、指定工場及び特定荷主や関

係団体等に対して省エネルギー・節電の推進を要請すると

ともに、ホームページへの掲載や、街頭キャンペーンの実

施、公共交通機関等でのポスター掲示等を行った。 

 

(エ)エネルギー・温暖化対策に関する業務 

地域におけるエネルギー・温暖化対策に関する情報交換

や情報共有を行い、具体的な取組を支援するため、国の地

方支分部局、地方公共団体、エネルギー関係機関等から構

成される「四国地域エネルギー･温暖化対策推進会議」を

開催した。2012 年度は、四国地域でのユニークなエネル

ギー・温暖化対策に資する取組５件を「支援プロジェクト」

として認定し、企画や運営の支援等を行った。 

 

(オ)国内クレジットに関する業務 

地域における低炭素社会の実現と経済の活性化のため、

地方公共団体、経済団体、金融機関、環境関連企業等から

構成される「四国地域国内クレジットネットワーク会議」

を開催した。なお、2012 年度は国内クレジット認証委員

会に地域から 27 件の案件が申請された。また、制度普及

事業の一環として国内クレジットを活用したカーボンオ

フセットの案件発掘を行った。 

 

（3）資源・燃料 

（ア）石油業に関する業務 

（A）「石油の備蓄の確保等に関する法律」関係 

2012 年度における「石油の備蓄の確保等に関する法律」

に基づく石油販売業に係る届出件数は 216 件（開始届 13

件、変更届 132 件、廃止届 71 件）であった。 

（B）「揮発油等の品質の確保等に関する法律」関係 

2012 年度における「揮発油等の品質の確保等に関する

法律」に基づく手続の処理状況をみると、揮発油販売業者

関係では、揮発油販売業登録５件（登録免許税納付額：

180,000 円）、揮発油販売業変更登録 76 件、揮発油販売業

廃止届 76 件、揮発油販売業承継届 10 件、揮発油販売業氏

名等変更届 45 件、品質管理者選解任届 59 件、揮発油品質

維持計画認定 43 件、同計画変更届９件、同計画終了日変

更（計画期間延長）認定 1,128 件となった。 

なお、四国管内では、2009 年度において揮発油特定加

工業者及び軽油特定加工業者がそれぞれ１件ずつ登録さ

れているが、その後変更は生じていない。 

一方、揮発油輸入業者等関係では、石油製品の輸入に係

る届出が 47 件（揮発油 46 件、灯油１件）行われた。 

また、2012 年度においては、７給油所（徳島県４件、

愛媛県１件、高知県２件）に対して立入検査を実施した。 

 

（イ）鉱業に関する業務 
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需要実績、発受電実績等を基に、５月と 11 月に「四国地

域の電力需給動向」を取りまとめ公表した。また、一般電

気事業者等から供給計画等についてのヒアリングを行っ

た。 

(B)特定供給の許可 

「電気事業法」第 17 条の規定に基づく特定供給の許

可・変更・廃止を行った。2012 年度の許可件数は０件、

変更件数は０件、廃止件数は２件であった。 

 

（エ）電源立地促進対策に関する業務 

(A)電源立地地域対策交付金 

電源立地地域の市町村及び県が行う、公共用施設整備事

業、企業導入・産業活性化事業、福祉対策事業及び地域活

性化事業等に対し交付金を交付した。 

・62 件（2,857,370,458 円） 

(B)交付金事務等交付金 

県が行う電源立地地域対策交付金の間接交付に要する

事務費に対して交付金を交付した。 

・３件（1,971,916 円） 

 

（オ）電気施設に関する業務 

電気事業用の発電所（土木・機械関係を除く）、送電線

路、変電所等の新設、変更について、2012 年度は 11 件届

出があり、処理した。 

 

（カ）電源開発に関する業務 

(A)発電水力開発調査 

化石燃料の枯渇や地球温暖化に対し、国産エネルギーで

あり、発電過程で CO2の排出量の極めて少ない水力エネル

ギー有効利用の観点から、積極的な開発・導入を図るため

に河川の流量調査を行った。 

 

（キ）ガス事業に関する業務 

(A)一般ガス事業 

(a)許認可等の業務 

「ガス事業法」に基づく一般ガス事業の許認可等の処理

状況は次のとおりである。 

件名 
2012 年度 

件数 

供給区域の変更許可 ２ 

ガス工作物変更届出 ２ 

供給約款の変更認可・届出 ３ 

選択約款の設定・変更届出 ２ 

ガス導管事業届出・変更届出 ２ 

大口供給届出 ２ 

(b)ガス事業監査 

一般ガス事業者に対する監査（経理、業務）を 2012 年

度は３件実施した。 

(c)ガスの供給計画 

一般ガス事業者のガス供給計画について検討し、ガスの

安定供給について指導した。 

(d)収支決算状況 

一般ガス事業の収支決算状況についての説明を聴取し、

経営の指導を行った。 

(B)簡易ガス事業 

(a)許認可等の業務 

「ガス事業法」に基づく簡易ガス事業の許認可等の処理

状況は次のとおりである。 

件名 
2012 年度 

件数 

簡易ガス事業の許可 １ 

簡易ガス事業の廃止許可 ０ 

簡易ガス事業の譲渡及び譲

受けの認可 
２ 

供給地点の変更許可 ２ 

供給約款の設定認可 １ 

供給約款の変更認可・届 ２４５ 

選択約款の設定・変更届 １０２ 

(C)ガス導管事業 

 (a)許認可等の業務 

「ガス事業法」に基づくガス導管事業の許認可等の処理

状況は次のとおりである。 

件名 
2012 年度 

件数 

ガス導管事業届出・変更届 ０ 

ガス導管事業託送供給約

款制定不要承認申請 
１ 

 

（2）省エネルギー・新エネルギー 

(ア)省エネルギーに関する業務 

(A)「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下

「省エネ法」という。）の施行 

2010 年４月に改正省エネ法が施行され、規制対象が事

業所単位から事業者単位に変更され、対象範囲が拡大した。
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これにより、これまで指定されていた第一種、第二種エネ

ルギー管理指定工場等の指定を全て取り消し、新たに特定

事業者と特定連鎖化事業者の指定及び第一種、第二種エネ

ルギー管理指定工場等についての指定を行った。 

2012 年度末特定事業者数は 398 事業者、特定連鎖化事

業者は６事業者、第一種指定工場等は 136 工場、第二種指

定工場等は 187 工場であった。 

また、特定荷主の事業者数は、24 社である。 

(B)エネルギー管理功績者及び同優良工場等の表彰 

エネルギー管理の推進に尽力しその功績が顕著である

者、またエネルギー管理に不断の努力を重ねその成果が大

で他の模範となる工場・事業場を四国経済産業局長表彰し

た。 

・エネルギー管理功績者 10 名 

・エネルギー管理優良工場等 ５工場 

  

(イ)新エネルギーに関する業務 

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法」に基づき、基準に適合している対象設

備について大臣認定を行った。 

認定状況（2013 年３月末現在）は、太陽光発電設備

18,091 件、バイオマス発電設備３件、風力発電設備４件、

水力発電設備２件の合計 18,100 件であった。 

 

(ウ)エネルギー広報の実施 

(A)省エネルギー広報事業の実施 

省エネルギーの必要性をより広く理解してもらうため、

中小企業向け優良事例集を作成するとともに、小学校向け

優良事例集と映像番組等を作成し、配布等を行った。 

(B)夏季及び冬季における省エネルギー・節電対策に係

る広報 

エネルギー需要が増加する夏季及び冬季が始まる前に、

省エネ法に基づく特定事業者、指定工場及び特定荷主や関

係団体等に対して省エネルギー・節電の推進を要請すると

ともに、ホームページへの掲載や、街頭キャンペーンの実

施、公共交通機関等でのポスター掲示等を行った。 

 

(エ)エネルギー・温暖化対策に関する業務 

地域におけるエネルギー・温暖化対策に関する情報交換

や情報共有を行い、具体的な取組を支援するため、国の地

方支分部局、地方公共団体、エネルギー関係機関等から構

成される「四国地域エネルギー･温暖化対策推進会議」を

開催した。2012 年度は、四国地域でのユニークなエネル

ギー・温暖化対策に資する取組５件を「支援プロジェクト」

として認定し、企画や運営の支援等を行った。 

 

(オ)国内クレジットに関する業務 

地域における低炭素社会の実現と経済の活性化のため、

地方公共団体、経済団体、金融機関、環境関連企業等から

構成される「四国地域国内クレジットネットワーク会議」

を開催した。なお、2012 年度は国内クレジット認証委員

会に地域から 27 件の案件が申請された。また、制度普及

事業の一環として国内クレジットを活用したカーボンオ

フセットの案件発掘を行った。 

 

（3）資源・燃料 

（ア）石油業に関する業務 

（A）「石油の備蓄の確保等に関する法律」関係 

2012 年度における「石油の備蓄の確保等に関する法律」

に基づく石油販売業に係る届出件数は 216 件（開始届 13

件、変更届 132 件、廃止届 71 件）であった。 

（B）「揮発油等の品質の確保等に関する法律」関係 

2012 年度における「揮発油等の品質の確保等に関する

法律」に基づく手続の処理状況をみると、揮発油販売業者

関係では、揮発油販売業登録５件（登録免許税納付額：

180,000 円）、揮発油販売業変更登録 76 件、揮発油販売業

廃止届 76 件、揮発油販売業承継届 10 件、揮発油販売業氏

名等変更届 45 件、品質管理者選解任届 59 件、揮発油品質

維持計画認定 43 件、同計画変更届９件、同計画終了日変

更（計画期間延長）認定 1,128 件となった。 

なお、四国管内では、2009 年度において揮発油特定加

工業者及び軽油特定加工業者がそれぞれ１件ずつ登録さ

れているが、その後変更は生じていない。 

一方、揮発油輸入業者等関係では、石油製品の輸入に係

る届出が 47 件（揮発油 46 件、灯油１件）行われた。 

また、2012 年度においては、７給油所（徳島県４件、

愛媛県１件、高知県２件）に対して立入検査を実施した。 

 

（イ）鉱業に関する業務 
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（A）鉱業出願 

（a）出願等の状況 

新規・変更出願等の状況は、2012年度は20件であった。 

（b）処理状況 

鉱業出願関係の処理件数は、2012年度は11件であった。

また、未処理件数は、2012 年度末は 708 件であった。 

（B）鉱業登録 

新規・変更登録件数は、2012 年度は 40 件であった。ま

た、鉱業原簿謄抄本及び鉱区図謄本の交付、鉱業原簿等の

閲覧件数は、2012 年度は 18 件であった。 

（C）施業案の処理 

2012 年度における施業案の処理件数は、７件でいずれ

も採掘権に係るものである。 

（D）事業着手延期申請・届出等の処理 

2012 年度における事業着手延期申請等は、延期申請 94

件、休止件数 24 件である。 

 

（ウ）採石業に関する業務 

（A）採石権設定のための協議の許可申請 

2012 年度における採石権設定のための協議の許可申請

及び採石権設定の決定申請はなかった。 

（B）採石（砕石）災害防止巡回技術指導 

採石技術及び採石災害防止対策について、県の要請に基

づいて四国経済産業局が委嘱した指導員を 2012 年度は、

徳島県１件、高知県１件の合計２採取場に派遣し、指導を

行った。 

 

(4) 環境・リサイクル 

（ア）産業公害防止対策 

2006 年度に施行された「特定特種自動車排出ガス規制

等に関する法律」の普及啓発を図るとともに、四国地域の

経済産業省所管業種において使用される特定特種自動車

の保有、使用状況及び点検整備状況の現状を明らかにする

ことを目的として調査を実施した。 

 

（イ）リサイクル促進対策 

(A)容器包装に係るリサイクルの推進及び識別表示の推

進 

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律」及び「資源の有効な利用の促進に関する法律」

（指定表示製品）について、法令遵守徹底のため、関係事

業者への指導・相談を行った。 

(B)家電製品に係るリサイクルの推進 

「特定家庭用機器再商品化法」の確実な施行を図るため、

小売業者に対し立入検査（2012 年度 30 件）を実施したほ

か、指定引取場所に対し立入調査（2012 年度２件）を実

施し、廃家電４品目の適正引取・引渡を確認・指導した。

また、家電リサイクル法に対する消費者の理解促進を図る

ため、高知県内の消費者団体を岡山県岡山市内の家電リサ

イクルプラントへ、徳島県内の消費者団体を兵庫県加東市

内の家電リサイクルプラントへそれぞれ案内した。 

(C)自動車に係るリサイクルの推進 

「使用済自動車の再資源化等に関する法律」の確実な施

行を図るため、同法第 28 条認定事業者に対し立入検査

（2012 年度 20 件）を実施し、エアバッグ等の適正処理を

確認・指導した。 

 

（ウ）循環型社会形成・環境関連産業の支援等の取組 

循環型社会形成推進を図るため、管内四県と協力し、四

国経済産業局ホームページ上に「made in 四国の環境配慮

製品」を開設したほか、10 月の３Ｒ月間にあわせて、環

境配慮製品を紹介する「2012 四国 ECO・リサイクルグッ

ズ展」の開催や、小売店等において環境配慮製品の陳列場

所を示すための POP の作成を行った。 
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第８節 九州経済産業局 

１．主な動き（総論） 

(1) 管内の経済状況 

 2012 年度の九州経済は、東日本大震災の復興関連やエ

コカー補助金などの政策効果の発現などにより、夏場にか

けて景気が緩やかに持ち直す動きがみられた。しかし、秋

以降、世界経済の減速や日中及び日韓関係の悪化等を背景

に、生産や輸出などに弱い動きが広がり、景気は一時弱含

んだものの、年末以降、円高修正と株価上昇が急速に進む

などして、企業の景況感に改善がみられた。年度末には生

産や輸出に持ち直しの動きがみられ、個人消費や雇用でも

一部に持ち直しの動きがみられた。民間設備投資は、概ね

上期までは東日本大震災の影響から抑制した前年の反動

などにより増加基調にあったが、下期に海外経済の減速な

どから２年連続で前年を下回った。住宅建設は、持ち直し

の動きが続き３年連続で前年を上回った。公共投資は、７

月に発生した九州北部豪雨の復旧工事などで増加傾向に

推移し３年ぶりに前年を上回った。企業倒産は、中小企業

金融円滑化法などの効果により低水準で推移し２年ぶり

に前年を下回った。 

 

(2) 主な取組 

(ア)アジアにおけるビジネス展開の支援 

環黄海地域を中心とした東アジア地域やベトナムをは

じめとしたＡＳＥＡＮ諸国との国際ビジネスの進展を図

るため、関係機関等との連携を図り、九州・韓国経済交流

会議等の経済交流事業を実施した。また、海外ビジネスに

意欲的な中小企業を支援するため官民による九州地域中

小企業海外展開支援会議を開催し、中小企業の海外展開に

関する総合相談窓口を開設する等、九州地域経済の国際化

に向けた取組を推進した。 

海外販路開拓では、セミナー・商談会・海外見本市への

出展支援等を実施した。また、外資系企業の誘致では、管

内自治体を対象にした研修会を実施した。さらに、企業の

競争力強化を図るため、アジアビジネス展開を担う人材と

して、語学・専門知識の能力を持ち、海外の文化・商習慣

を理解している優秀な留学生等グローバル産業人材の育

成や地域企業での活用促進を図った。 

 

(イ)産業クラスター 

産業の国際競争力の強化を目的として、地域に新事業や

新産業が次々と生み出されるイノベーティブな産業集積

の形成を目指した「産業クラスター計画」を「環境・エネ

ルギー」、「半導体」、「バイオ」の３分野で展開しており、

推進機関が実施するネットワーク形成や販路開拓等の取

組を支援した。 

地域新成長産業創出促進事業費補助金 

   交付件数 ５件  70,285,378 円 

地域企業立地促進等事業費補助金 

交付件数 ２件  13,745,883 円 

(A)九州地域環境クラスター計画 

環境ビジネスの育成・振興を通じて、九州地域を循環型

経済社会の実証的モデルとするとともに、環境・リサイク

ル産業の創出により、九州経済の活性化を図ることを目的

として、1999 年度から推進している。 

2012 年度は、海外事業として、中国山東省へ環境ビジ

ネスミッション団を派遣し、会員企業と山東省企業とのＭ

ＯＵ締結や商談会等を実施した。また、環境見本市「エコ

テクノ 2012」に併せて来日した韓国企業との商談会を行

った。さらに、途上国への市場参入に対する支援方法を検

討する「ＢＯＰビジネス研究会」及び経済成長著しいマレ

ーシアへ環境産業交流の可能性調査を実施した。 

国内事業としては、全国展開へ向けてビジネスチャンス

を広げるための「環境ビジネスアライアンスマッチングセ

ミナー」を全国７都市で開催した。また、販路開拓のため、

大型環境見本市等への出展支援を行った。 

 

(B)九州ソーラーネットワーククラスター計画 

太陽光発電の普及拡大と九州地域の太陽光発電関連産

業の振興を目的として、2011 年に設立された「九州ソー

ラーネットワーク（ＳＯＮＥＱ）」の活動を支援しており、

2012 年度は、産学官民ネットワーク組織の強化・拡大の

ため、講演会及びセミナー、先進地視察ツアーの実施、ビ

ジネスモデル・ものづくり研究会（３件）による太陽光関

連ビジネス展開の検討、ＨＰやメルマガ、リーフレットに

よる情報発信等を実施した。 

 また、太陽光関連産業の裾野拡大と地域中小企業の振興

を図るため、北九州市で開催された「ＰＶ九州 2012」及

び東京で開催された「ＰＶ－ＥＸＰＯ2013」に出展し、会

員企業と来場者によるビジネスマッチング等を行うとと
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